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     ・（ ）内数値は、由利本荘市の早期健全化基準 
 
 
 
     地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、上記のとおり報告する。 
 
 
                                  令和７年９月２日提出 
 
                                    由利本荘市長  湊  貴 信 
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令和６年度決算に基づく公営企業会計資金不足比率報告書 
 

 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 備   考 

  水道事業会計 ― 剰余額 2,329,462 千円 

  ガス事業会計 ― 剰余額   119,617 千円 

  下水道事業会計 ― 剰余額 2,021,624 千円 

  スキー場運営特別会計 ― 剰余額     1,455 千円 

 

 
 
 
 
 
 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、上記のとおり報告する。 
 
 
                                  令和７年９月２日提出 
 
                                    由利本荘市長  湊  貴 信 
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参考資料

令和６年度決算に基づく(Ｒ４・Ｒ５・Ｒ６年度決算平均)実質公債費比率の状況

○分子 （単位：千円）

区分 公債費充当一般財源等額
一部事務組合等の起こした
地方債に充てたと認められ
る補助金又は負担金

令 和 ４ 年 度 6,523,768 0 ア

令 和 ５ 年 度 6,471,105 0 イ

令 和 ６ 年 度 6,555,004 0 ウ

○分母
区分 標準税収入額等 臨時財政対策債発行可能額

令 和 ４ 年 度 11,133,143 310,602 エ

令 和 ５ 年 度 11,386,488 146,246 オ

令 和 ６ 年 度 11,715,738 68,759 カ

○分子と分母から控除されるもの

区分
地方債に係る元利償還に要
する経費として基準財政需
要額に算入された額

令 和 ４ 年 度 4,735,044 6,253,291 キ

令 和 ５ 年 度 4,643,353 6,134,656 ク

令 和 ６ 年 度 4,646,298 6,152,667 ケ

◎実質公債費比率
8,976,025 ア ― 6,253,291 キ

28,227,858 エ ― 6,253,291 キ

8,865,174 イ ― 6,134,656 ク

28,401,048 オ ― 6,134,656 ク

8,898,276 ウ ― 6,152,667 ケ

29,007,270 カ ― 6,152,667 ケ

令 和 ４ 年 度

令 和 ５ 年 度

３ヵ年平均

12.2
令 和 ６ 年 度

＝

＝

12.26296

公営企業に要する経費の財
源とする地方債の償還財源
に充てたと認められる繰入
金

2,448,707

2,390,427

2,336,796

普通交付税額

16,784,113

28,401,048
29,007,270

1,518,247

12.01338

12.39039

16,868,314

＝

公営企業、一部事務組合等の
地方債に係る元利償還に要す
る経費として基準財政需要額
に算入された額

合計(標準財政規模)

1,491,303

17,222,773

1,506,369

公債費に準ずる債務負担行
為に係るもの

3,532

3,631

6,357

28,227,858

合　　計

一時借入金の利子

18

11

120

合　　計

8,976,025
8,865,174
8,898,276
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令和６年度決算に基づく将来負担比率の状況

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

61,958,487 38 26,215,198 0 6,480,715 0 0 0 0 0 0

（分母比） 271 0 115 28

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

12,863,002 831,184 318,151 57,410,943

（分母比） 56 4 1 251

414 311 103

127 27 100

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額
公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等

負担見込額

将来負担比率　（％）

103.0

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

連結実質
赤字額

組合等連結実質
赤字額負担見込額

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要額
算入見込額

29,007,270 6,152,667 22,854,603

94,654,438 71,105,129 23,549,309
―

―

＝ ＝

参考資料
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参考資料
由利本荘市将来負担額推移

(単位：千円）

項　　目 令和６年度 令和５年度 令和４年度

１．普通会計地方債残高 61,958,487 64,313,955 65,342,457

２．債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額 38 1,077 2,360

３．公営企業債残高に対する一般会計負担見込額 26,215,198 28,540,514 31,152,550

４．一部事務組合等の地方債残高に対する一般会計負担見込額 0 0 0

５．退職手当負担見込額 6,480,715 6,226,018 6,219,540

６．第三セクター等の損失補償契約、信託、貸付金にかかる
　　一般会計負担見込額

0 8,100 8,100

将来負担額合計 94,654,438 99,089,664 102,725,007
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福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の普通会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。

・標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入される経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税額、
                臨時財政対策債発行可能額を加算した額。

○連結実質赤字比率【全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての運営の深刻度を示すのが
「連結実質赤字比率」です。市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じ１６．２５％～２０％です。（由利本荘市は16.85％）

参考資料
各指標、用語について

○実質赤字比率【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じ１１．２５％～１５％です。（由利本荘市は11.85％）

・基準財政需要額：普通交付税の算定の基礎となるもので、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、又は施設を維持する

○実質公債費比率【一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率】

借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すのが「実質公債費比率」です。早期健全化基準は、２５％です。

○将来負担比率【一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率】

地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫
する可能性が高いかどうかを示すのが「将来負担比率」です。市町村の早期健全化基準は、３５０％です。

                ための財政需要額であり、地方債の元利償還金も種類毎のルールにより算入される。

○資金不足比率【公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率】

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。

経営健全化基準（早期健全化基準）は２０％です。

・将来負担額：地方債の現在高＋債務負担行為の支出予定額＋公営企業債等の繰出見込額＋一部事務組合負担等見込額
　　　　　　　　　＋退職手当負担見込額＋設立法人(公社、第三セクター等)の負債等負担見込額＋連結実質赤字額
・充当可能基金：定額運用基金の貸付残高部分と合併市町振興基金を除いた各種基金残高
・充当特定歳入：転貸債償還金、公営住宅使用料、都市計画税など今後の償還に充当可能な歳入
・基準財政需要額算入見込額：地方債残高のうち今後普通交付税に算入される見込額
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